推 薦 依 頼 書

　　年　　月　　日

石巻市長　齋　藤　正　美　様

住　所　
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　

令和　年度 　期 原子力発電施設等周辺地域企業立地支援事業（Ｆ補助金）の申請をするにあたり、宮城県及び一般財団法人電源地域振興センターに対し、対象企業として推薦していただきますようお願いします。

	交付対象事業所名
	

	（※１）
対象事業所業種
	

	（※２）
要件充足の可否
	可　　・　　否

	（※３）
企業立地日
	　　　　年　　月　　日

	（※４）
雇用創出効果
	　　名

	交付対象事業所住所
	〒   －    

	
	石巻市

	担当者
	部　署
	

	
	氏　名
	

	連絡先
	住　所
	〒    －    

	
	
	

	
	ＴＥＬ
	

	
	ＦＡＸ
	



※１~４の内容については、裏面の各事項を参照のうえ記載してください。

※１　日本標準産業分類（総務省告示・平成２５年１０月改定）の小分類の業種を記入してください。

※２　事業所の新増設が、次の要件をすべて充足していることの確認のため、その可否を記入してください。
　　①石巻市内における企業間の競争に悪影響を及ぼすおそれのないこと
　　②公の秩序の維持又は善良の風俗の保持を妨げるおそれのないこと
　　③指定管理者（地方自治法第２４４条の２第３項に規定する指定管理者をいう。）とし　
　　　て行う公の施設の管理を行う事業でないこと
　　④風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業及び同条第１１項に規定する接客業務受託営業を行う事業でないこと

[bookmark: _GoBack]※３　企業立地日は、以下の日をいいます。
①　新たに電気の受給契約を締結する場合
・電気の供給を受けた最初の日
②　新たに電気の受給契約を締結しない場合
（ア）契約電力変更の申込みを行った場合
・契約変更に伴い契約電力が増加した日
（イ）デマンド契約（最大需要電力に応じて契約電力が変動する契約）の場合
・直前の計量日（契約電力が増加した日）

※ただし、本格稼働前の試運転が行われた場合にあっては、当該試運転が行われたと認められる期間の末日の翌日を企業立地日とする場合があります。

※４　雇用創出効果とは、対象事業所の雇用者（以下「期末雇用者」という。）の人数から基礎雇用者及び控除雇用者を除いた人数をいいます。
雇用者は、以下の要件を満たす者をいいます。
①　給付金の申請者が直接雇用した対象事業所で就労している常用雇用者であること。
②　雇用保険の一般被保険者の加入者であること。
（正社員以外（パート等）であっても、雇用保険の「一般被保険者」は、対象となります。）
